
２００８年２月２１日 
報 道 各 位 

株式会社ジャパンエナジー 
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 

伊藤忠エネクス株式会社 

大 阪 ガ ス 株 式 会 社 

日商ＬＰガス株式会社 

 

液化石油ガス事業の再編・統合に向けた検討の開始について 

 
株式会社ジャパンエナジー（以下「Ｊエナジー」），伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠」），    

伊藤忠エネクス株式会社（以下「エネクス」），大阪ガス株式会社（以下「大阪ガス」）および    

日商ＬＰガス株式会社（以下「日商」）は，本日，液化石油ガス（以下「ＬＰＧ」）事業の再編・

統合に向けて，下記のとおり本格的な検討を開始することに基本合意いたしました。 

 

記 

１．背景・目的 
国内のＬＰＧ業界は，昨今のＬＰＧ輸入価格の高騰や他のエネルギーとの競争激化による需要

の伸び悩みなどを背景として厳しい経営環境下にあります。５社は，各社単独での合理化・効率

化や，事業セグメントごとの部分的な提携ではこうした経営環境への対応は難しいとの認識を共

有いたしました。 

今後５社は，各社の海外調達から小売までのＬＰＧ事業全体を視野に入れ，お客様への保安・

サービスの一層の向上と，効率的に製品を安定供給できる総合的な競争力を持ったＬＰＧ事業 

グループの構築を目指し，各社のＬＰＧ事業の再編・統合に向けた取り組みについて検討してま

いります。 

 
２．主要検討項目 
（１）元売・卸売機能の競争力強化 

元売・卸売機能を担う合弁会社を設立し，３社（Ｊエナジー，日商，エネクス）の当該機

能を統合する方向で検討いたします。 

（２）海外調達機能の効率化 

   上記合弁会社の輸入するＬＰＧの海外調達を伊藤忠に一元化する方向で検討いたします。 

（３）小売機能の競争力強化 

３社（Ｊエナジー，日商，エネクス）の販売子会社を中心に，小売分野での競争力強化に

向けて，業務提携や資本提携等の連携策を検討いたします。 

 
３．今後のスケジュール 

５社は，ＬＰＧ事業の再編・統合に向けて鋭意検討を進め，本年９月末の合意を目指します。 

以 上 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社ジャパンエナジー  総務人事部(広報担当)  ＴＥＬ：０３（５５７３）６１００ 
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社  広 報 部 報 道 チ ー ム  ＴＥＬ：０３（３４９７）７２９３ 
伊藤忠エネクス株式会社  経営企画部ＩＲ広報室  ＴＥＬ：０３（５４３６）９３５６ 
大 阪 ガ ス 株 式 会 社  広 報 部 報 道 チ ー ム  ＴＥＬ：０６（６２０５）４５１５ 
日商ＬＰガス株式会社  企 画 管 理 部  ＴＥＬ：０３（３５９５）６７７３ 



参考資料１ 

 

 
各社の概要 

 
１．株式会社ジャパンエナジー 

本  社：東京都港区虎ノ門二丁目 
社  長：松下功夫 
資 本 金：４８０億円 
設  立：２００３年４月 
事業内容：石油開発，石油製品・石油化学製品・ＬＰＧの製造・販売 
売 上 高：２兆７,５５７億円（２００７年３月期） 
従業員数：２,７００名 

 
２．伊藤忠商事株式会社 

本  社：東京都港区北青山二丁目 
社  長：小林栄三 
資 本 金：２,０２２億円 
設  立：１９４９年１２月 
事業内容：総合商社 
売 上 高：１１兆５,７９１億円（２００７年３月期） 
従業員数：４,１００名 

 
３．伊藤忠エネクス株式会社 

本  社：東京都目黒区目黒一丁目 
社  長：小寺 明 
資 本 金：１９８億円（伊藤忠商事：３７.１５％） 
設  立：１９６１年１月 
事業内容：石油製品・ＬＰＧの販売 
売 上 高：８,８６５億円（２００７年３月期） 
従業員数：６３０名 

 
４．大阪ガス株式会社 

本  社：大阪府大阪市中央区平野町四丁目 
社  長：芝野博文 
資 本 金：１,３２１億円 
設  立：１８９７年４月 
事業内容：ガスの製造・供給・販売，ＬＰＧの販売，電力の発電・販売 他 
売 上 高：１兆１,７４５億円（２００７年３月期） 
従業員数：５,４８０名 

 
５．日商ＬＰガス株式会社 

本  社：東京都港区西新橋一丁目 
社  長：新家谷隆夫 
資 本 金：１７億円（大阪ガス：５２.５％，伊藤忠商事：２５％，双日２２.５％） 
設  立：１９９０年５月 
事業内容：ＬＰＧ・ＬＮＧ・石油製品の輸入・販売 
売 上 高：１,２３７億円（２００７年３月期） 
従業員数：５０名 



参考資料２ 

 
 

各社のＬＰＧ事業の概要 
 
 

 
ジャパンエナジー 

グループ 

伊藤忠商事 
伊藤忠エネクス 

グループ 

日商ＬＰガス 
グループ 

合 計 

貿易取扱量 
(うち対日取扱量) 
（2006 年度） 

――― 
４００万トン 

(２４０万トン) 
――― 

４００万トン 
(２４０万トン) 

輸入量 
（2006 年度） 

 ９４万トン ―――  ４６万トン １４０万トン 

生産量 
（2006 年度） 

 ２０万トン ――― ―――  ２０万トン 

国内販売量 
（2006 年度） 

１２０万トン ９９万トン  ９１万トン 
２８０万トン 

（注１） 

一次基地 
＜輸入基地＞ 

 
３箇所 

 
茨城県神栖市(鹿島) 
神奈川県川崎市 

岡山県倉敷市(水島) 
 

 
２箇所 

 
三重県四日市市 

岡山県倉敷市(水島) 

 
１箇所 

 
三重県四日市市 ４箇所 

（注２） 

二次基地 
＜中継基地＞ 

 
４箇所 

 
宮城県塩釜市 

静岡県志太郡大井川町 
広島県広島市 

鹿児島県鹿児島市 
 

 

１箇所 
 

長崎県長崎市 

 
２箇所 

 
広島県広島市 

愛媛県伊予郡松前町 ７箇所 

直売軒数  ７万軒 ３３万軒 １０万軒 ５０万軒 

主要販売 
子会社数 

 ３社  ９社  ９社 ２１社 

（注１）ジャパンエナジー，伊藤忠エネクス，日商ＬＰガス相互間の取引を除いた数値。 

（注２）共同で利用している基地は一箇所として計算した数値。 
 


